私法規律の構造3-「債権契約の終わり方」の規律（二）- by 伊藤,進














































































































回復義務を原則とし（要綱仮案第 5、1⑴、改正条文案 121条の 2第 1項）、無償
行為の場合で善意の給付受領者（要綱仮案第 5、1⑵、改正条文案 121条の 2第 2
項）か、意思能力を欠く状態で法律行為をした者（要綱仮案第 5、1⑶、改正条文











































































































































































































































（要綱原案第 31、1⑴、改正条文案 587条の 2第 1項）、使用貸借（要綱原案第 34、












きる」（（要綱原案第 32―1⑵ 2文、改正条文案 587の 2第 2項、2文）とし、寄託
11
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法律論叢 87巻 6号
では「受寄者は、その契約の解除によって損害を受けたときは、寄託者に対し、そ

































































































(6)加賀山茂「訪問販売等のトラブルと法的問題点」法律のひろば 36巻 6号 20頁以下。
(7)浜上によれば、フランスの学説にみられる見解とされている。浜上則雄「訪問販法にお
14






























回（民法 407条 2項）、契約の申込みの撤回（民法 521条 1項、524条、527条 1
項）、懸賞広告の撤回（民法 530条）、解除権行使の撤回（民法 540条 2項）、書面
によらない贈与の撤回（民法 550条）などである。しかし、椿は、これによって撤
15

































































































































































































































































































































































































































































































































(21)最判昭和 51・12・2判例時報 2852号 84頁。
(22)近江・前掲書（契約法）83頁、我妻・前掲書（各論・上）167頁。
(23)最判昭和 35・11・8最高裁判所裁判集民事 69号 133頁。
(24)山中も、債務不履行上の関係においてあらわれるのが民法 540条以下の解除規定である
30
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私法規律の構造 3（伊藤）





























































































(5)最判平成 18・2・7民集 60巻 2号 480頁。
(6)広中俊雄・債権各論講義 6版（有斐閣・1995年）88頁、89頁。
(7)椿寿夫「民法改正に関する若干の検討と論評―買戻し規定の存置と連帯債務の新設に対
して」法律時報 86巻 6号 96頁以下参照。
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(14)上河内千香子「買戻しの機能と民法 579条の強行法規性」法律時報 86巻 4号 109頁以下。
(15)上河内・前掲 112頁。
(16)法典調査会・民法議事速記録四（商事法務研究会・1984年）112頁（岸本・梅発言）。
(17)東京控判昭和 17・5・29評論 31巻民法 403頁。
(18)大判大正 10・9・21民録 27集 539頁。
(19)柚木＝高木編・前掲書 442頁（田中）。
(20)最判平成 18・2・7民集 60巻 2号 480頁。













































































































































める他は、基本的には民法 577条 1項を維持するものとしていた(20) 。その後の、
































(18)最判昭和 40・11・24民集 19巻 8号 2019頁。










通則の適用はない(4) とする。判例も、民法 545条 2項は適用されない(5) とする。
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(2)大判明治 45・5・29民録 18輯 539頁。
(3)石田穣・民法Ⅴ（契約法）（青林書院新社・1982年）105頁。
(4)我妻・前掲書 215頁。
(5)大判大正 8・9・15民集 25輯 1633頁。
(6)大判大正 6・6・16民録 23輯 1147頁。
(7)近江幸治・民法講義（契約法）（第 3版）（成文堂・2006年）110頁。
(8)最判昭和 32・12・24民集 11巻 2322頁。
(9)石田（穣）・前掲書 105頁。
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私法規律の構造 3（伊藤）


















































































































(5)最判昭和 29・1・28民集 8巻 1号 234頁、最判昭和 29・2・12民集 8巻 2号 448頁、最
判昭和 30・12・20民集 9巻 14号 2027頁など。
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私法規律の構造 3（伊藤）
(20)民法（債権関係）部会資料 77A・民法（債権関係）の改正に関する要綱案のたたき台⑾ 1
頁。
(21)民法（債権関係）部会資料 68A・民法（債権関係）の改正に関する要綱案のたたき台⑶
30頁。
(22)勝本・前掲書 615頁、618頁。
(23)民法（債権法）改正委員会案は再交渉後の第二次効果として解除を原則とし、改定は例外
―改定優先案（甲案）・解除優先案（乙案）（中村肇「事情変更の原則規定案における問題
点―効果論を中心にして―」円谷峻編著・社会の変容と民法典（成文堂・2010年）344
頁参照）。
(24)もっとも、加藤は、事情変更の効果として解除のみとする（加藤雅信・新民法体系Ⅰ・民
法総則第 2版（有斐閣・2005年）271頁）。
(25)内田貴・契約の時代―日本社会と契約法（岩波書店・2000年）112頁、潮見佳男・債権
総論Ⅰ（第 2版）（信山社・2003年）228頁以下、和田安夫「長期契約と事情変更の原
則」ジュリスト 1126号 244頁。
(26)加藤（亮）・前掲 87頁。
(27)加藤（亮）・前掲 87頁。
(28)勝本・前掲書 23頁。
(29)加藤（亮）・前掲 87頁参照。
（明治大学名誉教授）
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